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【論文要旨】
　19／20世紀転換期に連邦上院議員J・T・モーガソと海軍理論家A・T・マハンが主張したアメリ
カ対外膨張論の言説を比較検討することが本論の目的である。
　モーガンは南部の立場から通商拡大，すなわち海外市場と中継貿易地点を望んだ。その際，輸送
の効率化と費用の軽減，中米地峡運河の建設，ハワイ併合，南部黒人の海外植民を有機的に体系づ
けて議論した。モーガソは南部利益実現のため，南部に有利なニカラグア運河案を提示した。また
運河地帯，ハワイ併合，フィリピン領有ために，地政学的な議論や国民性や政府の状態を検討した。
　一方，マハソはシーパワーと制海権の概念を用いながら「生産と通商」「海運」「植民地」を連鎖
させ，その連鎖の保護のために海軍が必要であると論じた。人種問題に関して，彼は人道的な帝国
主義の観点を持ったが，実際の統治問題にまでは踏み込まなかった。
　このようにマハソが理論的言説を展開したのに対し，モーガソは南部の経済的利益のため，積極
的かつ現実的な議論をした。本稿はこうした対照的な二人の議論を検討することによって，モーガ
ンがユニークな膨張論主義者であったことを明らかにするものである。
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序　論：
　19／20世紀転換期におけるアメリカの対外膨張は門戸開放宣言に見られるような帝国主義運動へ
の参加を生みだし，国際警察力としてカリブ海におけるアメリカ台頭の最初のステージを作り出し
た。1890年のフロソティア・ライン消滅宣言以降，アメリカの膨張は大陸膨張から海外膨張へと
新たな段階へと進んだ1。この変化は列強諸国との領土獲得競争の段階をもたらすと同時に，アメ
リカが島喚獲得地を得た場合，その地域に居住する人々の統治を必要とした。それはアメリカが国
内に抱えていた以上の人種問題を解決しなければならない状況を生み出した。島喚領土の獲得ない
し領土の人種問題，そして統治はそれぞれに複雑に絡み合い，この時期のアメリカ外交の中心的課
題となった。しかしながら，過去の外交史研究は領土獲得前の議論及び統治後の状況について，実
際の統治状況を十分に論証していない2。また，アメリカ海外膨張の一因として，国内における南
北問にセクショソ的な競争があったことを指摘する研究も少ない3。こうした問題の事例研究とし
てモーガソとマハソを比較して取り上げるものである。この二人の議論を検討するため，本稿は連
邦議会でたびたび対外政策の重要課題として取り上げられたハワイ互恵条約・併合，中米地峡運河
計画などの議論を検討対象とする。
　本稿では特にアメリカの領土獲得運動の中で議論されたハワイ併合と中米地峡運河論を重要視
し，当時の外交上のキーパーソンであるジョン・T・モーガン上院議員（John　Tyler　Morgan，民
主党）に焦点をあてる。本研究はモーガソを，合衆国対外政策決定過程において海外膨張を主張す
る主要な役割を担った唱道者として捉える。彼はアラバマ州選出上院議員で長期にわたり外交委員
会委員及び議長を努め，中米地峡運河計画の父と呼ばれた人であり，しばしば地峡運河計画やハワ
イ併合などの海外膨張を相互に関連づけて議論した。彼は南部出身者の膨張主義者にもかかわら
ず，南部や民主党に一般的な「非公式な帝国主義」の観点を超えてハワイの併合や地峡運河の獲得
などを主張し，また領土獲得後の統治のあり方にまで踏み込んで論じた。
　さらに本稿では19／20世紀転換期のアメリカ海外膨張の理論家A・T・マハソ（Alfred　Thayer
Mahan）をモーガソの主張と比較検討する。マハソを比較対象とするのは彼がフロンティア・ラ
イン消滅以後のアメリカ外交において対外進出の論理的支柱となったからである4。また彼はシー
パワーや制海権を中心としつつ，通商の促進，地峡運河の建設，海外領土の獲得，海軍の増強など
を緊密に連結させた議論を提示した人物である。この目的のため，本稿は史料としてモーガンとマ
ハンの著書や雑誌における著述や言説を中心に論証するものである。
1章：南部州出身者，民主党議員としてのモーガン
　本章では上院議員に選出された後のモーガソの民主党議員としての対外政策の主張と，南部州出
身者として彼の政策が南部利益の実現にあったことを論証する。特にハワイ併合，中米地峡運河計
画，フィリピンにおける黒人植民問題を取り上げ，彼の南部立脚に焦点を当てる。
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　モーガソは，法曹を学んでいた1840年代半ばより民主党員となり，弁護士資格を取得した青年
期には，アラバマを中心とした鉄道関連などの国内問題に焦点を当て活動した。55年に綿布製品
貿易の中心として著名なセルマに移住すると，60年には連邦離脱会議のアラバマ州代表となり，
連邦離脱運動の中心を担った。彼は南部連合軍の兵卒として南北戦争に従軍し，戦争中の最終階級
は准将である。戦後モーガソは帰郷すると，共和党による南部再建政策を非妥協的態度で批判し
た。彼は再建政策への反対を通してアラバマ州の政治舞台へとあがり，地方自治の実現と権限の拡
大，南部経済の再生，白人の優越を主張する「バーボン戦略」の中心人物となり，南部の状況改善
に取り組んだ。モーガソが州民主党の支持を得て連邦上院議員に当選するのは1876年であり，ほ
ぼ南部再建政策の終わりと一致する5。
　モーガソは早くも1878年には上院外交委員会の委員となり，1907年に死去するまで所属しつづ
けた。また地峡運河委員会やイソディアン委員会などにも在籍した。彼は民主党員であったが，外
交政策において熱心な膨張論者となり，共和党に近似の立場を取った。1897年にマッキンリー政
権が誕生してからは，より共和党寄りの態度を見せ，同政権下でハワイ委員会の委員に任命される
などハワイの統治問題に関与した。しかし，モーガンの膨張主義とハワイ併合主張は南部を改善す
るためのものであり，膨張政策上は共和党と一致するものの，その対外政策思想の出発点において
異なっていた6。以下モーガンの南部利益の実現を目指した外交政策を検討する。
1－1：南部の状況とモーガンの膨張主義の形成
　歴史家フライ（Joseph　A．　Fry）は，世紀転換期の対外政策におけるモーガンの関心は，積極的
な通商と領土的膨張が南部の経済的・政治的な復興への解決策を提供するという彼の確信に由来し
ていると分析した。南部指導者の持つ海外膨張論は，南北戦争後の南部においてはけっして少数派
の立場ではなかった。プラソターや綿紡績工場所有者など旧奴隷主階層を中心とした人々は，南部
経済の再建のために綿布製品の輸出増大を求めており，国内で過剰になった過剰生産物のはけ口と
して市場を海外に求めた。但し，一般的には南部の膨張主義者は，海外市場への接近を重視しハワ
イへの膨張を主張したものの，米布互恵条約などで得られるようなハワイ保護政策で十分であると
し，モーガンのような併合論を主張する南部人は少数派であった7。これは民主党の指導老も同じ
であった。多くの南部人はニューレフト史家の分類でいう「反帝国主義的膨張主義」を支持したが，
モーガソはハワイ併合などより積極的な膨張を求め，クリーブラソド大統領（Grover　Cleveland）
や民主党の指導者たちと海外膨張戦略について対立したのである8。
　モーガソの特長は南部の政治権力と経済の改善を対外政策に求め，精力的な海外膨張政策を形成
したことにある。では，モーガンの意図した南部の救済とはどういうものだったのだろうか。彼は
まず，「最も頼りになる商品」である綿製品販売の促進を考えていた。彼は南部の綿輸出が増大す
ることによって，北部の政治的な優越とイギリス商人と投資家から，旧奴隷所有者であった南部人
を解放する希望を持った。彼は，綿布製品貿易がイギリス商人の支配するリバプールを通して主に
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行われているため，この不公正が生じていると考えだ。
　モーガソは綿生産を縮小することは，南部の主要な収入源と綿紡績工場の建設のための土地資産
を減少させる結果になると考えた。そのため，こうした状況の打開策として農業の多様化，北部へ
の政治的な従属というような南部の変化を拒絶した。そして工業の成長を制限することは，アラバ
マの鉄と石炭産業の出現を抑制し，海外や北部の製造業者に屈服することであったと考えた9。こ
うした南部の問題に対するモーガンの解決策は，既に飽和状態に達している国内市場の代わりとな
る世界市場と，より大規模な輸出が南部製品の国内価格を維持し，海外市場での利益を保護するこ
とによって，ニューヨークとリバプール商人の優位を打破することであった。
　このように，モーガンの政策は対外膨張政策と結びつけて南部経済を回復させることによって，
連邦内における南部の優位を打ち立てるセクショソに根さしたものであった。このため彼は北部で
見られるような工業化と農業生産の多様化を南部で行なわず，綿製品の通商増大を狙い，国内市場
よりも寧ろ海外市場の獲得を目指したのである10。
1－2：モーガンの南部立脚
　歴史家フライは，モーガンの海外膨張論について，非妥協的なセクショナリストである彼が，な
ぜ愛国的な政策を採用したのかという疑問を提起した。その中でフライはモーガンの膨張主義路線
について三つの分析を提示した。第一に，モーガンは彼の個人的・セクション的な感性（senti－
ment）を国家の外交政策に体現した。国家の名誉と国際的な立場への関心は，個人，州，セクシ
ョンの名誉のための関心に相反するものではなかった。第二に，モーガソは精力的で膨張的な愛国
主義に依存した南部利益を生む対外政策を形成した。第三に，民主主義という抽象的な概念よりも
寧ろ，愛国的な概念が，南部の地域，南部人，そして南部の過去の信念に基づいて形成された。し
たがって，南北戦争前の栄光と戦争の敗北によって生じた南部の特異さ，北部と異なった経験にお
いて非常に際だっている南部が，また愛国的であるべきいうのは偶然ではないと解釈した11。
　このようにモーガンを南部に立脚した存在であると位置づけることは妥当である。しかし，彼の
海外市場と島喚領土への追求が，同時に民主党との衝突や南部膨張主義者からの逸脱を生みだし，
モーガンの政治的な独自性を強調した。ハワイ併合など南部指導者層の多数派の膨張主義と異なっ
た膨張論を提案するモーガソにとって，彼の南部に基づいた外交政策もセクション的な救済の追求
も，彼の上院での議席維持を保証するものではなかった。このためモーガンは，上院議会選挙にお
いて州政策について綿密な地域政策を維持しなければならなかったのである12。それは外交政策に
おいても同様であり，その例が南部の実情に基づいた海運の改善や黒人の海外植民運動などであっ
た。
1－3：南部の海外通商への展望
再建期から世紀転換期にかけて南部指導者は南部再生のために海外市場を探求した。南部のプラ
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ソターや綿製品製造業者は，綿こそが南部の経済を救う重要な商品であると信じていた。南部経済
は構造的モノカルチャーに特化しており，国内での需要に対する生産過剰により国内市場での販売
は飽和状態にあった。このため海外市場の獲得が販売促進と収益拡大につながると考えられてい
た。また中継貿易により綿市場を支配していたイギリスに対して，市場や貿易中継点の獲得，海運
の効率化などによって競争力を強化し，イギリス商人に勝つことが南部の将来に必要であると考え
られていた13。
　例えば，モーガソは商品を輸出するために南部の輸送システムの改善を主張した。すなわち，鉄
道と海運，地峡運河の発展と輸送費の軽減を考慮し，南米・極東への通商路の獲得のため，中米地
峡運河の建設を唱導した。地峡運河の建設は，アメリカの西部と東部海岸線を連結し，南米南端ホ
ーン岬を経由するよりも，行程を7，873マイル短縮するものであった。また綿輸出のコストを下
げ，中南米や極東貿易を促進するものとして南部白人指導者層に支持された。彼は1899年に運河
法案を上院外交委員会から議会へ提出し，石炭供給港となる貿易中継点，商船団を守る海軍の建設
などの政策を連邦議会で追求した。ハワイ併合に関しては併合支持派と互恵条約による保護支持派
とに分裂し，前者は共和党，後者は民主党が主であったが，極東貿易推進におけるハワイの重要性
はどちらも一致していた。モーガソはハワイの保護だけでは不十分であるとし，併合を主張した。
また彼はこうした地政学的な観点からばかりでなく，南米や中国との貿易を促進するため，ハワイ
革命が起きた当時のクリープラソド政権が金本位制を政策にしていたのに対し，南米や極東との貿
易の簡便化と量的拡大のために金銀複本位制の導入を求めたのである14。
1－4：南部黒人の海外植民論
　共和党主導の再建政策が終了した後，南部指導者は白人優越主義のもと人種問題の解決を図っ
た。ブラック・コードによる黒人取り締まりは，南部における黒人市民権剥奪のための戦略として
機能した15。さらには黒人そのものをアメリカ以外の土地へ「輸出」することを政策として考えた
者もいた。その一人がモーガンであった。彼は白人優越意識を持ち，南部の人種差別を完全に撤廃
することは不可能であるという信念をもっていた。南部州の抱えるこの問題を解決するために，黒
人をコンゴやフィリピンに送り出すことを考慮したのである。
　その対外政策の一環としてモーガソはコンゴ問題に取り組んだ。南部指導者たちは綿製品のはけ
口としてアフリカ市場に期待し，彼はコンゴと西アフリカ領土の範囲と通商について列強の交渉の
場となったベルリソ西アフリカ会議（1884年）へのアメリカの参加を推奨し，コンゴの門戸開放
に尽力した。彼はアフリカが中国と同等の潜在的な市場であると考え，アフリカ市場の開拓を狙
い，同時に南部黒人人口のはけ口としてコソゴを考えていたのである。そして黒人達がそこをアメ
リカ化及びキリスト教化し，アメリカにとって貿易しやすく，アメリカ商品を受け入れやすい市場
を形成することを望んだのであった16。イギリスの人道団体コンゴ改革協会（Congo　Reform
Association）のアメリカでの活動をモーガソは精力的に援助し，コソゴでのアメリカ市場と植民
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の可能性を探索した。1900年代初めまでにアフリカとの通商の可能性が低いと考えるようになり
コンゴ市場の追求を放棄したが，黒人移住政策についてはその後もねばり強く推進し，1904年と
翌年に外交委員会を通して黒人移住法案をアメリカ議会へ提出している。しかし，コソゴ改革協会
の活動は黒人移住を誘発することはなく成功しなかった17。
　モーガソはまたフィリピンへの黒人移住政策を構想した。米西戦争の結果，フィリピン領土獲得
が現実的な問題になると，アメリカ議会はフィリピソの処遇に関する議論をはじめた。彼は地峡運
河計画とフィリピンを関連づけ，フィリピンが南部通商拡大の極東地域の中心地になり，その獲得
が南部経済再建に刺激を与えると考えたのである。フィリピン領有ないし併合が合衆国に黒人人口
をもたらすと議論した議員がいるのに対して，モーガソはむしろそれを南部黒人のはけ口として捉
え，黒人のフィリピソ移住によって南部に利益がもたらされると信じた。モーガソはコンゴと同様
に黒人移住によって未開なフィリピソ人を文明化できると考え，フィリピンへの黒人移住をその地
域におけるアメリカの影響力の増大，キリスト教文化の伝播，そしてフィリピン人抵抗運動への対
処のために有効であると主張した18。彼は黒人一人につき20エーカーの土地を用意し，彼らをフィ
リピンに植民させるという具体案を提案した。しかし，ミンダナオ島司令官ジョージ・W・デー
ビス（George　W．　Davis）やフィリピンに従軍した退役軍人リーマス（R．　B．　Lemus）は，モーガ
ンの案を実行不可能であると否定している19。
　モーガソのフィリピンへの黒人移住策は実を結ばなかった。しかし，モーガンの膨張主義を考察
するにあたってより注視しなければならないのは，膨張が達成されたあとのフィリピンの統治問題
を考えていたことにある。またモーガンはフィリピソ獲得が南部通商貿易の極東における窓口にな
ると考え，フィリピソ併合をも考慮した。これは南部の経済発展を念頭においた膨張主義であった。
　このように，モーガンは南部における現実的な諸問題　　北部による国内植民地の立場，農業構
造の行き詰まり，そして黒人問題一の解決策を海外に求めたのである。この意味で彼は膨張論の
単純な理論家ではなく，南部の利益を追求するセクション的背景をもった膨張主義者であった。続
いて南部立脚のモーガンと海軍理論家マハンの膨張論を比較検討したい。
皿章：モーガンとマハンの膨張論の比較
　19世紀の最後の10年間にA・T・マハンは海軍知識人として現れた20。彼は海軍将校として仕官
し，のち海軍大学の講義を担当した。彼はその講義の骨子を原型として理論を再構成し，出版し
た。これが『海上権力史論』（The　lnfluence　of　Sea　Power　uPon　HistOi　y　1660－1・783）である21。これ
以降マハンは世紀転換期の対外政策に影響を与える論文を書き記し，シーパワー（Sea　Power）及
び制海権を主題とした多くの論文を著述している22。
　彼はセオドア・ローズベルトとともにマッキンレー政権において対外政策における支援者とな
り，その対外政策決定に影響を与えた。また彼の制海権思想から，ハワイ併合や地峡運河計画にお
いても太平洋制海権の掌握ないし，その支配に関連づけて膨張主義を主張すると同時に，ハワイ併
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合の推進に多大な影響を与えた23。本章ではマハソとモーガソの膨張論に関する言説を比較検討す
る。その上で，モーガソが南部利益に基づいた外交と獲得地の統治の問題を主張した人物であるこ
とを明らかにする。
皿一1：マハンの制海権
　19世紀末にフロンティア・ライソ消滅が近づくと，膨張論者たちは国内の生産過剰と経済不況
に対する解決策として通商拡大を望み，海外膨張を主張した。それと同時に貿易を保護するため海
軍を増強し，海上を制す「海洋国家」を目指す思想が誕生した。この思想の根底を生み出したの
が，マハソであった。彼は過去の西洋における海上戦争の歴史から，海上をコソトロールする力が
歴史に影響を及ぼしていると考え，それをシーパワーと呼んだ24。
　『海上権力史論』の中で，マハソは国家の富と権力の拡大は，貿易・産業・経済を発展させ国家
の発展を促すゆえ，海洋を制す国家が世界の富を獲得し，歴史を制すと主張した。彼はシーパワー
により制海権を保持することが国の強大化をもたらすと結論づける。マハンは，シーパワーとは武
力によって海洋ないしその一部を支配する海上の軍事力のみならず，平和的な通商及び海運をも含
んだ海上権力を示すと考えた。その概念は海上権力の主要なキーワードである「生産と通商」「海
運」「植民地」の連鎖を内包する。その連鎖とは，アメリカの生産拡大が生産物の交易を必要と
し，それがついで海運による交易品運搬の必要性を生み，植民地の保有がその海運の活動を拡大さ
せ，また海運の保護のため安全な拠点を増やすことを必要とするなど，それぞれの相互関係を示し
ている。これらの三つのキーワードの連鎖が，海洋国家の政策と歴史の重要点になるとマハンは主
張した。以上のような循環する海外経済発展の要素に，それらを保護しまた促進するものとして
「海軍力」を付加し，彼は全体を包括的に関連づけ，総称してシーパワーと表現したのである25。
さらにマハンはシーパワーに影響を及ぼす一般条件として，海洋国家の6条件を提示した。それ
は（1）地理的位置，（2）自然形態，（3）領土の大きさ，（4）人口，（5）国民性，（6）政府の性格の6つである26。
　シーパワーがアメリカの国益，特に海外膨張と同時代の論点を議論しているため，これらの一般
条件も海外膨張にとって重要な議題を提供した。これらの条件は膨張する海洋国家ばかりでなく，
被膨張地域の獲得条件としても考慮対象となったのである。連邦議会や論説の中で膨張論者，反膨
張論者の双方が，地政学の問題として条件1～3，人種の問題として条件4～6（3を含む場合もあ
る）を議論した。以上のようなマハソの理論を踏まえた上で本稿の目的に則し，続いて地峡運河・
海運と海軍・ハワイにおける黄禍論と人種問題，そして地政学問題についてのマハンとモーガンの
主張を検討する27。
皿一2：地峡運河建設論おけるマハンとモーガンの相違
　中米地峡運河は1903年のパナマ独立革命と同時にパナマ運河建設が決定されるまでニカラグア
建設案が膨張論者の中で優勢であった。マハソは1893年「中米地峡と海上権力」の中で，西欧世
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界が東洋やインドを目指した時，それまで障害であった海洋が今や大航路になり，その接近を容易
にしていると指摘する。その上で東洋貿易をもたらす地峡運河の重要性を示し，中米地峡のような
通商貿易の中心地が存在するところでは必ず人類にとって普遍的な利害の一致が生じると論じた。
彼は中南米地峡運河の獲得がアメリカの生存のみならず諸国の福利と威信に関わる富の増大や，全
般的な利益を目指す努力に大きな影響を与えると信じていた28。そう主張しながら，彼は運河が開
通すれば航路の短縮によってアメリカの太平洋岸を大西洋岸に近づけるだけではなく，アメリカ海
軍をヨーロッパ諸国の大海軍に接近させるという政治戦略的な目的があったと指摘する。その一方
で，防衛のためこの地峡航路は逆説的に軍事的側面において重大な弱点になる可能性があると示唆
し，海軍の増大の必要性を説いた29。
　マハソは連邦議会でモーガンが主導していたニカラグア運河計画を支持したが，ハワイを通過す
る新しい貿易ルートにおいてニカラグア案とパナマ案のどちらが採用されてもかまわないと述べて
いる。「中米地峡と海上権力」によればマハンの運河に対する関心は，ハワイと中米地峡の関連性
を指摘しつつ，それが海運距離の短縮になり，それにより通商においてヨーロッパと対等または優
勢に競争することを可能にすることにあった。そしてこれら運河，商船団，航路，そしてアメリカ
本土の防衛のために海軍が必要であると論じたのである。しかし，彼は地峡運河の建設を支持しつ
つ，その達成のための具体的な条件や統治手段を提示しなかった30。
　一方，通商拡大を主張するモーガンは，中南米における地峡運河建設案を政策主張の一つとして
いた。彼はハワイ併合が地峡運河を経由した極東貿易を推進する太平洋の要所になると信じ，ハワ
イ併合と地峡運河計画を関連づけ，それらが南部通商の拡大のための解決策になると考えた。その
ため米布互恵条約の存続ないしハワイの保護では不十分であると考え，ハワイの合衆国への恒久的
な併合を主張したのである31。
　モーガンは海外市場への距離を短縮し，海運コストを下げる地峡運河の重要性をマハンと同様に
主張した。しかし彼はマハンと異なり，ニカラグア案に固執した。というのもニカラグア運河は南
部にとって有利な状況を現出させるからである。モーガンはニカラグアはパナマより人口及び人口
密度が少ないこと，国民性がより穏やかであると説明した（条件4，5）。そしてニカラグア案はパ
ナマ案よりもアメリカ東海岸（ニューヨーク）から西海岸（サンフラソシスコ）までの航路におい
て約600マイルを短縮することが可能であり，それは輸送費の低減化につながると議論した（条件
1）。さらにモーガンにとって重要なことに，ニカラグアより南方を通過するパナマ運河は地峡を
通る海運ルートを変更し，南部に不利をもたらすものであった32。ニカラグア案は商船がメキシコ
湾を通り南部港湾に寄港するような航路を南部に提供する。一方，パナマルートはキューバ＝ハイ
チ間のウィンドワード海峡を通る航路を提供し，これは南部の港湾を通らず直接東部港湾へと向か
う航路であった。このためモーガソはパナマ運河案が採用されれば地峡運河建設による南部利益の
拡大を損なうものとして考え，強硬に反対し，ニカラグア運河建設案に固執したのである33。この
ようにマハンは運河建設地を重要視しなかったが，モーガソは建設の条件に拘ったのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－72一
1－3：海運と海軍
　マハソは輸送について陸上輸送よりも海上輸送が有利であると訴え，海上航路は海外市場を目指
す通商において必然的に追求された通商の交易路であると主張した。彼は商船の保護が戦時におい
ては武装船によって行われなければならないと訴える。従って狭義の海軍は商船が存在して初めて
その必要が生じ，商船の消滅とともに海軍も消滅すると主張した。しかし，世紀転換期のアメリカ
は国内不況の打破のために海外市場獲得を共和党・民主党両党が一致した対外政策として採用して
おり，この意味で通商拡大のための商船は必要不可欠なものであった。商船と海軍が切り離せない
関係であると主張することは，すなわち海軍の絶対的な必要性を意味している。また，海上貿易が
増大し合衆国の富の源泉として考えられるようになれば，それは海運に対して大きな関心を産み，
結果として艦隊の復活を促すようになるとマハソは述べている。さらに中央アメリカの地峡運河開
通が確実になれば，積極的な海外進出の唱導が強まり，同様に海軍の強大化を生み出すとして，い
ずれもが海軍の増大を促すとした。アメリカの強大化の源泉として海軍再建を願うマハンは，海軍
増強を彼の主題とした。つまり，「生産と通商」「海運」「植民地」の三要素を保護するために海軍
の増強議論を緊密に結びつけ，彼の理論を唱道したのである34。
　他方，モーガソは既に1870年代に南部の戦略的防衛力と資源を検討し，南部で鉄鋼業と造船業
が発展する可能性を考慮し，77年の海軍法案において新たに建造される戦艦の一部を南部で建造
する修正案を提出していた。しかし，これは北部主導の議会において否決されている。80年代に
なると米布互恵条約議論の中でハワイの獲得が「通商のコモンセンス」になると主張し，ハワイ併
合を論じた。彼は米布互恵条約更新を議論する中で通商拡大に加え，地政学的観点からハワ・イ獲得
が合衆国西部海岸線を保護するという軍事的必要性を主張した。その中で提唱されたのが海軍基地
としての真珠湾の獲得であった。通商中継地点ないし石炭供給基地としてのハワイとフィリピンの
獲得は，外国勢力から獲得領土を保護し，アメリカ通商を増大するとモーガンは考えた。その上で
彼はハワイでの海軍基地の建設を主張し，それがアメリカ市民と財産を保護すると断じたのであ
る。結果的にモーガンはそれが商船団を保護すると同時に，海運コストを低減させると信じていた
のである35。
　このように両者とも中米地峡運河計画と同様に通商コストの改善と海軍増強を結びつけたのであ
った。このなかでマハンは海軍全体の利害を考えたのに対し，モーガンは南部利益を優先したので
あった。では，19／20世紀転換期の海外領土獲得およびその実際の統治に関して，両者の膨張論は
どのような言説をもったのだろうか。
皿一4：ハワイの人種議論におけるマハンとモーガンの比較
　ハワイの人種問題の観点から，マハソとモーガソの人種論を検討したい36。アメリカ大陸内の西
漸運動の中でのそれまでの大陸膨張は，いわばアメリカ人が移民した，ないしアメリカ人の住むア
メリカ人の行政機構のある土地への膨張であり，この意味において確立した国家や政府の存在しな
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い「未開拓地（Waste　Space）」への進出であった37。しかし，太平洋中部に位置するハワイでは
1893年のハワイ革命までポリネシア系ハワイ人が王国を維持しており，ハワイ人国家の時代より
アメリカの影響を受けた憲法・司法・行政が存在していた。ハワイには1890年には89，990人居住
しており，そのうちハワイ人は34，436，中国人と日本人が29，362，白人が6，220であった。ハワイ
諸島は「未開拓地」ではなかったのである38。ハワイは多人種の居住している海外領土を合衆国へ
編入する最初のケースであり，その後の島喚領土統治の試金石になる可能性があった。
　マハンは「遠大な政策（Large　Policy）」の支持者であり，アングロ・サクソニズムを主張する
白人優越主義者であった。アメリカの黄禍論は初め中国人を想定したものであり，のち日露戦争を
契機に日本人を対象とした黄禍論へと移行したといわれる。マハンの黄禍論もまたその初期におい
ては中国人を対象としており，ハワイ革命後（1893年），rニューヨーク・タイムズ』（1＞ew　York
Times）で，相当数の中国人移民がハワイに存在することに留意し，さらなる中国人移民の流入に
ついて警告した。「白人の責務」の思想を重要視したマハンは，アメリカのキリスト教的使命感が，
人種的に劣ったアジア人を啓蒙し導かなければならないと考えていた39。
　しかしながら，ハワイ革命勃発直後のマハンの併合論において，ハワイにおける中国人，日本人
の明確な分化はまだ見られない。では，マハンの対日本人意識はどのように生まれて，どう発展し
たのだろうか。マハソはハワイ革命後にその問題は東洋文化と西洋文化の大戦争の前哨戦にすぎ
ず，真の争点は太平洋の要を支配し優位を占めるのが野蛮なアジアか，それとも西洋文明国のアメ
リカかという異なった文化の接触と紛争である考えた。マハンはその後『海上権力史論』邦訳によ
る日本人との文通とアジアの中で唯一自らのイニシアティブで開国した日本を友好的に評価した。
し・かし，1896－97年ハワイの日本人自由契約労働移民の上陸拒否事件に端を発し，マハソは日本人
脅威論を主張しはじめたのである40。
　このようにして，マハソが認識したハワイにおける日本人の脅威とはどのようなものであったの
か41。マハソは1897年5月ローズベルトに宛て，イギリスで建造中の日本の軍艦2隻がハワイへ向
かう可能性を示唆し，太平洋艦隊の増強の必要性を説いた。マハソはハワイを獲得することによっ
て日本の脅威を払拭することを提唱した。またキイル上院議員（James　H．　Kyle，人民党，サウス
ダコタ）への手紙（1898年2月）の中で，ハワイへの移民流入による人口増加と同化という「平
和的プロセス」によってハワイは東洋人一特に日本人　　の支配のもとにあると警告している。
マハンの対日脅威論はrアジアの問題』（1900年）の執筆でより明確になる42。その後マハンは
1902年の日英同盟をロシアの中国利権に対する歯止めとして望ましいもの，ないしやむを得ない
ものと一定の評価をしている。しかし日露戦争における日本の勝利は，このマハソの考えを一変さ
せる。彼はむしろ強大化し，東南アジアでイギリス植民地付近へと海外活動範囲を広めている日本
がイギリスと衝突することを恐れ，日英同盟の破棄を主張したのであった43。マハソはアングロ・
サクソン国家の優越を考慮し，日英同盟解消と対日政策を20世紀初頭の中心課題に据えている44。
　このようにマハソは黄禍論を再燃させ，アメリカ本土の移民問題が沸騰したのと同時に，日本の
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脅威をさらに警戒するようになっていったのである。彼の黄禍論の根本は20世紀初頭に構想され
たのではなく，ハワイ併合問題に根ざすものであった。またマハソは海上権力について，大海軍主
義が日本の政策に合致すると考えながら，海上権力による対外政策を重要視する際に，より一層こ
の力を統制する思想的・道徳的規範が必要であると考えた。このため，彼は白人人種と黄色人種は
絶対的に異なるものだと考え，東洋人は永久にアメリカに同化できないと述べた45。このような対
東洋人意識を明示する一方で，マハソはハワイ人をどのように扱うべきか論じていない。
　マハンに対して，モーガソは日本移民と中国移民の増加を懸念し，併合を前提として人種問題を
検討した。ほとんどの南部人は合衆国の海外領土の獲得により発生する人種問題を恐れていた。し
かし，歴史家フライは，モーガンが黒人から選挙権を剥奪し隔離するという単純な南部の「方式」
が，海外領土の獲得でも機能すると考えていたと論じた。但し，この方式がハワイ併合問題におい
てモーガンによりそのまま唱導されることはなかった46。彼は併合を促進する上院外交委員会の報
告書，いわゆるrモーガン・レポート』（1894年）において，ハワイ人と東洋人の要素を区別し，
東洋人労働者の流入が統治の重要な課題になったとし，そこに居住する白人とハワイ人の利益を保
護する必要があると訴えた。また，ハワイ委員会の報告書の中でモーガンは，ハワイ人の地位をア
メリカ人と対等であるとした。彼はハワイ共和国が他の国家と同じ健全な政府を持っていると考え
たのである（条件5，6）47。在布のプラソターが安価な労働者として東洋人移民を必要としている
ことを理解していたモーガンは，中国人と日本人から行政への参加と投票権を剥奪するべきだとい
う解決策を提案した48。彼は，1898年に『フォーラム』（Forum）誌において「東洋からの異教徒
による静かな侵略」がハワイ共和国の併合努力を反古にしようとしていると述べただけでなく，ハ
ワイ共和国の転覆の可能性を示唆し，そして日本人と中国人によるハワイの「水没」を防ぐために
は合衆国への併合が必要であると主張した。
　モーガソは，外交委員会のメンバーとして，米布互恵条約の更新（1887年）前後からハワイ問
題を取り組んできた。その先住民であり1893年まで王国を維持していたハワイ人への市民権付与
なしで，ハワイを併合することは事実上不可能であった。彼はハワイ人がキリスト教化されてお
り，義務教育制度の整っている自治が可能な人々であると考え，ポリネシア系黄色人種のハワ・イ人
にアメリカ市民権を付与すべきであると主張した49。
　以上のように，マハンはアジアと太平洋における日本の影響の増大を恐れ，移民問題による黄禍
論の高揚によって対日脅威感を強めた。それはアメリカの外交政策決定過程に影響力をもった人々
が持つ「日本」脅威論であった。しかし，マハソや彼らは，日本政府ないし本土の日本人と「日本
人移民」を区別せず，彼らは「日本の脅威」と「日本人移民の脅威」を同様なものと考えた。しか
し，モーガソは今後の日本人移民の増大と，彼らへの市民権付与を統治の問題として，「日本の脅
威」とは異なる「日本人移民の脅威」に対する方策を現実的に考えていたのである50。実際の併合
の課題となったハワイの非白人の問題についてマハンは検討しなかったが，モーガソは併合達成の
実利的な側面から解決策を提案したのであった。
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皿一5：フィリピンの人種問題におけるモーガンとマハンの比較
　海外領土膨張は他国家や白人以外の人種をアメリカ憲法の下で統治するという新たな問題を生み
出したのであった。熱帯気候に属し，雨季と乾季のある多くの島々から形成されているフィリピン
には約764万のフィリピソ人が住み，米西戦争後パリ条約によって割譲されるまでスペインの統治
下にあった。モーガソは1898年に『イソディペンデント』（lndePendent）誌において，フィリピ
ンには100以上の言語があり，フィリピン人がお互いに引き離されているため，一つの国家として
の再統合が難しい状態にあると主張した。しかし，スペインによる「誤った統治」の下にいたフィ
リピン人が，米西戦争の結果，アメリカによって政治的に低い位置から回復することができると宣
言した51。
　当初マハンのフィリピン問題に関する提言は，地峡運河やハワイに対するものに比較すると具体
的なものではなかった。麻田によると，マハンは後に「フィリピン問題とその重要性は，米西戦争
の勃発当時まだ視界に入っていなかった」と「告白」している52。マハンはフィリピン諸島全体を
アメリカの主権下に置いても，その防衛が戦略的に至難であると現実的な観察をしたが，彼が結果
的にフィリピン領有論者になったのは「国家安全保障の軍事目標を国家的膨張の政治目標に従属さ
せるため」であり，さらに「“白人の重荷”といった“人道的帝国主義”に共感したから」である
という。マハンはフィリピンでの民衆闘争への現実的な対応から，被統治者の同意に基づく統治の
みが正当というアメリカの伝統的原則をフィリピソには適用できないと考えていた。彼は，フィリ
ピン人を知能の劣った人々と考え，彼らに独立を与えることはできないと主張した。マハソは論文
の中でたびたび「神の摂理」という言葉を用い，アメリカ帝国主義の礼賛を行う。麻田はこれを
「フィリピソ人の福祉の最たる保証がアメリカ国民のユニークな『良心』にあると論じているあた
りに，マハンとその世代の独善的な使命感が躍如として現れている」としている53。
　モーガソはフィリピン人に自治政府を付与するのに時期尚早であるとして，フィリピン人が自治
政府に適合する人種になるまで「上昇」，つまりアメリカ化することが必要であると考えていた。
彼はハワイ人がすでに博愛主義とキリスト教を獲得しており，すでにその人種的な「上昇」を果た
しており，フィリピン人も文明化すると考えた54。ハワイでは在布白人による「西洋化（＝アメリ
カ化）」が行われていたといえ，マハソのフィリピン人に対する「人道主義の帝国主義」とは異な
り，アメリカに編入する条件をモーガンは検討した。マハソとモーガンの帝国主義はこの点で異な
っており，マハンの人種に対する問題関心は帝国主義理論の形成とキリスト教概念及び白人の優越
の概念から生じたが，モーガンの人種議論は白人の優越の観点を持つ一方でt7海外膨張実現のた
め，非白人の統治などより実際の統治問題に焦点をあてたものとなった。
1－6：ハワイ併合論と地政学的膨張論
　太平洋における位置と貿易拠点としての地政学的な重要性により，ハワイの価値は大きく増大し
た。ハワイの港湾獲得論争はハワイ革命に先立つ米布互恵条約へと遡る。1887年の更新修正条項
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ではハワイの港湾使用権を他国に渡さないというアメリカの占有が盛り込まれ，軍艦の駐留が可能
になった。
　マハンは論文「ハワイと我が海上権力の将来」で，合衆国におけるハワイの軍事的価値を説明
し，アメリカが伝統的に保持していた孤立主義を捨て，海上帝国を建設し，イギリスの帝国主義に
続くぺきたと述べた55。またハワイの戦略的位置がその必要性を増大させ，アメリカが獲得しなけ
れば太平洋でハワイ獲得競争が起こるであろうと示唆した。さらに，彼はハワイがアメリカ西海岸
の防衛のためにも重要な場所であったと断定する56。
　地理的条件に関して，マハンだけでなく多くの通商膨張論者がハワイの太平洋での中心的な位置
と他に代わるべき島が存在しないことに目を向けた。そしてハワイ諸島が中米に建設予定の地峡運
河と連結することによって，通商ルートをより発展させるのみならず，極東に向かう貿易ルートを
生み出すかも知れないと説明する。加えて，彼はアメリカにとってハワイの重要性は，貿易上の利
点だけではなく，海上支配に有利な位置を占めているところにあると説明する。彼は海軍根拠地の
持つ軍事的・戦略的価値は，その地理的な位置，防御力，そして資源にかかっているとした。これ
ら三者のうちで天与のものである地理的要因が最も重要であるという。他の二条件が不十分である
場合には，人為的に埋め合わせすることが出来ると考えた。これらの条件を提示したうえで，マハ
ンはハワイの人為的には得られない戦略的位置の重要性を喚起した57。マハソはこのようなハワイ
を領有する利点を，貿易保護と海軍支配力とを直接に強化する「積極的利点」と呼んだ。一方「消
極的利点」として，ハワイを獲得すればアメリカに対する不利や脅威をも未然に防ぐことを可能に
すると指摘した58。
　マハンは，制海権の確立するような通商根拠地を正当な手段で獲得しうる好機があれば，それを
絶対に獲得すべきであると主張した59。ハワイ革命によって，ハワイ暫定政府がハワイ併合を合衆
国に提案したとき，多くの帝国主義者と同様にマハンはそれを好機であると捉えた。彼らはハワイ
獲得がこれまでの活動範囲を超え，海外に自らの勢力を獲得する必要性を感じるに至ったというこ
との最初の成果・象徴となるだろうと考えた。そして利己主義が正当な動機であるとして，国家的
自己利益の追求としてのハワイ併合を肯定している60。そしてこの併合を行う場合，十分な防備と
艦隊力の維持に必要とされる諸条件を同時に確保しなければならないとした。
　モーガンは前述したような島喚獲得地間の相互関連性に加え，それを防衛するために島喚獲得地
間の軍事基地の地政学的条件も示唆した。彼はハワイの真珠湾と，サモアのパゴパゴ湾の海軍基地
がフィリピンで建設される基地とともに太平洋全域を保護し，また通商を安全にすると主張したの
である61。このようにして，マハンは地政学的議論においてハワイ獲得が制海権を獲得し，海軍を
増強するためにも必要であるとし，一方モーガンも島唄獲得地の保護の観点から地政学的な関連性
を示唆したのであった。
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結論：マハンとモーガンの差異
　麻田は1880年代前半におけるマハンの著述の中に，制海権思想やr海上権力史論』に見られる
ような理論的構築は見られないが，既に主要な思想モチーフは現れ始めていたという。また，マハ
ンが執筆活動に着手した時期と，アメリカ海軍の急速な衰退期に入った時期の同時性に着目した麻
田の指摘は興味深い。青年期を海軍に仕官したことと，職業軍人としての彼のアイデソティティー
が，彼の思索をアメリカ海軍の存在意義とその将来の展望へと向かわせた。彼の帝国主義と海軍増
大の思想原理は，彼の海軍軍人としての意識の産物なのである62。
　歴史家ウィリアムズ（Williams　A．　William）は，マハソは合衆国が「国の福祉を求めて」国外
に進出しなければならないという理由で大海軍を唱導し，キリスト教と白人の責務という言説を用
いて彼自身の論点を表現したと主張した。それは「遠隔の市場の重要性及びそれと我が国自身の巨
大な生産力との関係」に由来すると述べる。これはマハンが以前は反膨張主義の海軍戦略家として
登場したが，重商主義思想研究と1888年以降の合衆国の経済不況と政治不安によって転向したた
めであるとし，ウィリアムズは彼を経済的な観点を持った帝国主義的膨張主義老として提起した63。
　一方，歴史家高橋章はラフィーバー（Walter　LaFeber）を引用しながら，マハンを重商主義に
影響を受けた重商主義的帝国主義者であるという説を否定し，彼はアメリカが商船隊を保有してい
ないにもかかわらず通商帝国の建設を奨励したと論じた。「生産」「海運」「植民地」のうち，「生産」
がマハンの主張の主目的であり，アメリカ国内の過剰生産物を海外市場に送り出すことが主要な主
張であったという。「海運」に関して，マハンは軍費を支出するためにはその必要性を確信し，か
つその利害関係の強力な支持者として商船隊の存在が重要であると述べた。しかし，これは産業革
命の近代化と技術革新によって商船隊の意義が低下したのでマハソの関心が薄められたためと高橋
は説明する。「植民地」についてマハソは二つの役割があると説明した。一つは国内過剰産物のは
け口としての必要性であり，もうひとつは海軍の戦略基地としてであった。マハソは海軍の戦略基
地としての植民地を強調しており，市場としての植民地を重視しなかった64。
　「生産」「海運」「植民地」に，地峡運河計画案やハワイ併合問題を密接に連鎖させた形で，マハ
ンは相互補完的な帝国主義論を主張した。彼は海外領土の併合を広大な市場に進出する手段，つま
り海外膨張の戦略拠点の確保として唱導したのである。マハンは余剰生産物のための海外市場獲得
に取り組み，そして大海軍建設と戦略的基地確保という二つの目的を達成するために対外膨張論と
海洋帝国論を主張したのである65。
　一方，モーガソは彼の膨張論の源流を南部，特にアラバマ州に立脚させているセクション的背景
を持った上院議員であった。彼は州の代表として，綿製品の販売経路の拡大，金銀複本位制の主
張，南部により有利となる地峡運河の拡大及びそのルートの選択，市場拡大のための海外のアメリ
カ化と南部黒人の植民活動などを唱道したのである。モーガンとマハンは膨張主義議論において様
々な要素を緊密に連結した「相互補完的な膨張主義」を熟慮し，その具体的な政策としてハワイ併
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合や中米地峡運河建設を主張した。しかし，モーガソとマハソの対外政策は一致したものの，二人
の政策の背景は異なった立脚点を持っていた。マハンは海軍増強の目的のため理論的膨張論を展開
し，領土併合や運河計画を唱道したものの，実際の統治問題や計画の現実性をほとんど提唱しなか
った。他方で，モーガンはハワイ人への市民権付与や運河ルート選択の問題を検討し，南部にとっ
ての現実的な利益の面から統治問題を提唱した。
マハソはシーパワーと制海権理論による帝国主義的な思想を中心として理念的な膨張論を展開
し，対外政策決定過程に多大な影響を与えた理論的膨張論者であり，ジョン・T・モーガンは南部
発展のため実際の統治の問題にまで踏み込んで実際的な議論とその実践を行った現実的膨張論者で
あった。本稿はアメリカ海外膨張のレトリックを検討する際，マハンのような理論家ばかりでな
く，モーガンのような実際の統治に関与した人物の実態を検討する必要があると提起するものであ
る。
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